
 
 
 

１ 概要 
（１）行動計画策定の

経緯と趣旨 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

第１期行動計画策定までの経緯 

 

川崎市では、「男女平等のまち・かわさき」の実現をめざ

すため、2001(平成 13)年 10 月に「男女平等かわさき条

例」（以下「条例」という。）を施行しました。 

2002(平成 14)年 2 月には、条例第 17 条に基づいて川

崎市男女平等推進審議会（以下「審議会」という。）を設置

し、行動計画策定について意見を求め、2003(平成 15)年

11 月、審議結果が市長に答申されました。 

市は、答申と市民の皆様の御意見を尊重し、2004(平成

16)年 5 月、第１期の川崎市男女平等推進行動計画※１（以下

「第１期行動計画」という。）を策定しました。 

 

第２期行動計画策定の趣旨 

 

第１期行動計画に基づくこれまでの取組は、「２ 第１期

行動計画の取組状況と今後の課題」のとおり、着実にその成

果が現れているところです。  

しかし依然として、就業の場における男女の不平等、仕事

と暮らしの両立の困難さ、配偶者からの暴力などの人権侵害、

政策・方針決定過程への女性の参画が少ないこと等、性別に

よる固定的な役割分担意識や性差別が根強く残っています。 

また、少子高齢化の急速な進行やこれに伴う地域社会の役

割の変化等に対応していく上でも、男女が性別にかかわりな

く個性と能力を十分に発揮できる男女共同参画社会の実現

が極めて重要な課題となっています。 

 

このような中、第３期審議会※２に行動計画の改定について

意見を求め、2008(平成 20)年 7 月に審議結果が市長に答

申されました。 

これを踏まえて市は、男女平等施策のさらなる推進を図る

ために第２期行動計画を策定しました。第１期行動計画に基

づく取組を基本的に継承しつつ、さらに、地域社会の課題や

国の動向等の変化に対応した取組を推進していきます。 

 

（２）行動計画の 

基本理念と目標 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）行動計画の 

位置づけ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）計画期間 
 

 

 

 

条例の理念に基づいて、「男女平等のまち・かわさき」の

実現をめざします。実現を支えるキーワードは「自立」「平

等」「快適」です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 1 期行動計画の計画期間（5 か年）を継承し、第 2 期

行動計画は、2009（平成 21）年度から 2013（平成 25）

年度までとしますが、社会経済状況の急激な変化等、必要に

応じて見直しを行います。 

 

男女平等のまち 

かわさき 

 自

立 
平 
 等

快 適 

第１章 計画の 

 総論 

本計画は、条例第 8 条に基づき定める

もので、国の「男女共同参画社会基本法」

第 14 条の「都道府県男女共同参画計画

等」に相当します。 

また、市の新総合計画「川崎再生フロ

ンティアプラン」の第 2 期実行計画にお

いては、基本政策Ⅲ「人を育て心を育む

まちづくり」－基本方向 5「人権を尊重

し共に生きる社会をつくる」－基本施策

(2)「男女共同参画社会の形成に向けた

施策の推進」－施策課題①「男女共同参

画社会の形成」に位置づけられます。こ

の新総合計画ほか、市の各行政計画との

整合性を図りながら推進していきます。
参加と協働による市民自治のまちづくり 

個性と魅力が輝くまちづくり 

活力にあふれ躍動するまちづくり 

環境を守り自然と調和したまちづくり 

人を育て心を育むまちづくり 

幸せな暮らしを共に支えるまちづくり 

安全で快適に暮らすまちづくり ↑
新
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性別役割分担意識

によらず、自分の意

思を主体的に選択

できるまち 

一人ひとりの生き方が尊重され、

快適に暮らすことのできるまち

「条例の理念」 
 

○男女が共に職場、学校、地域、家庭その他の社会のあら

ゆる場（以下「あらゆる場」という。）において、個人

として自立し、自由に生き方を選ぶとともに、多様な生

き方及び個性を互いに尊重し、責任を分かち合うこと。

○男女が共にあらゆる場において、社会における制度、慣

行、意識等に起因する性別による差別的取扱いを受ける

ことがなく、人権が尊重されること。 

○社会のあらゆる分野における立案、決定その他の活動に

男女が平等に参画する機会を確保し、個人が本来持って

いる能力を十分に発揮すること。 

○男女が等しく政治的、経済的、社会的及び文化的利益を

享受することができること。 

○地域社会を構成するすべての者が、自らの意思と相互の

協力により、積極的に男女平等を推進し、生活する者に

とって快適な生活優先型社会を創造すること。 

※１ 川崎市男女平等推進行動計画 

「かわさき☆かがやきプラン」 

計画期間：２００４（平成１６）年度～

２００８（平成２０）年度 

※２ 第３期川崎市男女平等推進審議会 

２００６（平成１８）年７月～ 

２００８（平成２０）年７月 

第１章 １ 概要

第１章

１ 概要

 

誰もが性別による差

別を受けないまち、

「平等」に参画する

ことのできるまち 
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（５）推進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行動計画を効果的に進め、施策の実効性を高めるために、

行政内部の連絡調整を密にするとともに、市、市民、事業者

との連携・協働体制づくりを進めます。 

 

① 庁内に設置した男女平等施策推進部会や男女共同参画推

進員と協議・連絡調整し、施策を推進します。（図１参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②行動計画の「点検」「評価」を行い、施策の取組状況を定

期的に把握します。 

 具体的には、毎年、事業の所管課及び全局に設置した男女

共同参画推進員から施策の取組状況について報告を受け、そ

の結果を年次報告書としてまとめ、市民、事業者等に公表し

ます。また、審議会による第三者評価を実施し、市民、事業

者に分かりやすく示していきます。（図２参照） 

 

③市、市民、事業者が男女平等の実現度合を共有できるよう

に努め、市民の自主的な評価を促進し、計画の見直しを実施

する際に積極的に反映させていきます。（図２参照） 

 

「川崎市男女平等推進行動計画」について 

 
川崎市では、２００１（平成１３）年に「条例」を策定するにあたり、

それまで「かわさき男女平等推進プラン」に基づいて様々な取組を進め

る中で永く市民と共に大切にしてきた「男女平等」という合言葉を尊重

し、「男女平等かわさき条例」という名称にしました。 
 

「男女平等」とは、性別による差別を受けることなく人権が尊重され

ることであり、その達成をめざす手法として、「男女共同参画社会の実

現」を位置づけました。 
 

「男女共同参画社会」とは、男女が対等なパートナーとして、自らの

意思により社会のあらゆる分野に参画することで個性と能力を発揮し、

かつ、共に責任を担うべき社会です。 
 

川崎市は、「男女平等のまち・かわさき」をめざすため、 

男女共同参画社会の実現に向けた具体的な目標や全庁的 

な取組として「男女平等推進行動計画」を策定しました。 

行動計画の推進体制図１ 

第１章 計画の 

 総論 
 

 各各  局局  ((室室))・・区区    

  

  

 
 
 
 
 

各各  所所  管管  課課    

自

己

評

価 

実 
 

 

施 

企
画
・
立
案 

男男  女女  共共  同同  参参  画画  推推  進進  員員  

 

【 男女共同参画推進員の役割 】 

● 事業の点検 

男女それぞれの置かれた状況、それに基づくニーズを的確に把握し、事業が実施されているか 

● 各所管課における計画の点検 

各所管課で策定されている計画、今後策定予定の計画は、男女平等を推進する視点に配慮しているか 

● 広報資料の点検 

＊男女どちらかに偏った表現になっていないか 

＊外見や嗜好性など、男女を固定的なイメージで表現していないか 

＊目を引く広報表現づくりのために女性を起用していないか 

● 男女平等推進の視点からの不必要な性別表記の点検 

 
男男 女女 平平 等等  
推推進進審審議議会会  

 
市市   民民  
事事業業者者  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作成

市民・こども局 

人権・男女共同参画室

年
次
報
告
書

報 告 

調査依頼 

意見

意見

公表

公表

図２ 取組状況の点検、評価のイメージ 

 

諮 問 

答 申 

人権･男女共同参画推進連絡会議 

 
 
 

全局* 

男女共同参画推進員 

協 議 

協 議 

連絡調整 

意見聴収 

説明・意見

幹  事  会 

男女平等施策推進部会 

男女共同参画センター 

市 長 
男女平等 

推進審議会 

人権･男女共同参画室 

連絡調整

＊全局…各局（室）・区 

意見聴取

第１章 １ 概要

第１章

１ 概要
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男女が仕事と家庭生活を両立できるようにするために必要だと思うもの
（2007年川崎市「男女平等に関する市民意識・実態調査報告書」）

※多い順に５項目を抜粋

75.3

65.9

53.4

26.9

67.1

44.5

39.0

70.1

42.1

23.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

1 保育所など子育て支援のための施

設・サービスを拡充すること  

2 産休・育児休業を取得した女性が

職場復帰する環境が整えられる

こと                        

3 男性が積極的に家事や育児にかわ

るようになること 　　 　　　

4 男性が育児休業を取りやすいよう

な職場の雰囲気が形成されるこ

と                          

5 週休２日制や労働時間の短縮を進

めること                    

（％）

女性 男性

8.1 58.6 12.3 8.1 10.1 2.8

11.0 59.4 19.4 6.8 2.9 0.4

9.6 62.0 9.7 6.6 9.6 2.4

12.5 59.8 18.8 5.6 3.0 0.4

7.0 55.9 14.2 9.3 10.5 3.1

9.8 59.0 20.0 7.8 2.9 0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100% （％）

（女性）H19

H17

（男性）H19

H17

（総数）H19

H17

（年）

地域が元気になるための活動に参加したいと思うか
（平成20年度内閣府「男女共同参画白書」）

積極的に参加したい 機会があれば参加したい あまり参加したくない

参加したくない どちらともいえない わからない

 

 

 

 

２ 第１期行動計画 
   の取組状況と 

今後の課題 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１期行動計画については、毎年、事業の所管課及び全

局に設置した男女共同参画推進員から施策の取組状況につ

いて報告を受け、その結果を年次報告書としてまとめ、市

民や事業者等に公表してきました。これを基に、次に掲げ

るとおり取組状況と課題を整理し、必要な事項については

第 2 期行動計画に反映しました。 

 

 

柱Ⅰ 男女平等社会実現に向けての市、市民、事業者の連携促進 

 

取組状況  

☆産業、教育、地域等のさまざまな分野で活躍している民間団体等で組

織する「かわさき男女共同参画ネットワーク」を設置しました。 

☆審議会などの政策・方針決定過程への女性の参画に向けて、「川崎市審 

議会等委員への女性の参加促進要綱」を整備し、取組を推進しました。 
 

課  題 

 「かわさき男女共同参画ネットワーク」の活動の充実を始め、地域に

おけるさまざまなネットワークを活用して、市民・市民活動団体等と連

携し、男女共同参画を推進する必要があります。 

また、社会への貢献意識や地域活動への参加意欲は男女共に高まって

いるものの（表１参照）、地域における中心的な役割を担う女性比率は依

然として低迷しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱Ⅱ 快適な生活優先型社会の実現に向けた環境づくり 

 

取組状況  

☆女性に対する就業支援、起業支援等の取組を推進しました。 

☆市職員（民間企業等職務経験者）採用試験における受験資格の年齢要

件がなくなりました。 

☆保育所の拡充だけでなく、多様な保育サービスの取組を推進しました。 
 

課  題 

本市の男女平等に関する市民意識・実態調査の結果によると、仕事と

家庭生活の両立のためには、保育所など子育て支援のための施設・サー

ビスの拡充、産休・育児休業後の職場復帰のための環境整備、男性の家

事・育児への積極的な参加や育児休業取得促進、労働時間の短縮などが

求められています。（表２参照） 

また、国は 2007（平成 19）年に、「仕事と生活の調和（ワーク・ラ

イフ・バランス）憲章」及び「仕事と生活の調和推進のための行動指針」

を策定しました。男性も女性もあらゆる世代の人々が、仕事や子育て、

介護、地域活動など様々な活動を自分の希望するバランスで展開でき、

「仕事の充実」と「仕事以外の生活の充実」の好循環をもたらす社会の

実現をめざした取組の推進が望まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○市民・市民活動団体等との連携の促進（柱Ⅳ－基本施策 11）

 

○政策・方針決定過程への女性の参画促進（柱Ⅳ－基本施策 12）

第１章 計画の 

 総論 

○安定した就業機会の確保と就業継続の支援 

（柱Ⅱ－基本施策４） 

 

○豊かな生活のための時間と空間の確保への支援

（柱Ⅱ－基本施策 5） 

 

○子育てを支える環境の充実（柱Ⅱ－基本施策 6）

 

○介護を支える環境の充実（柱Ⅱ－基本施策 7）

第第第２２２期期期    
行行行動動動計計計画画画    
へへへののの反反反映映映    

表２ 

 
柱 重点項目 

１ 市、市民、事業者が

男女平等推進のための意

見交換ができる場の設置 Ⅰ 

男女平等社

会実現に向

けての市、市

民、事業者の

連携促進 
２ 政策・方針決定過程

における女性の参画促進 

３ 男女がともに仕事と

家庭を両立できる職場づ

くりの推進 Ⅱ 

快適な生活

優先型社会

の実現に向

けた環境づ

くり 
４ 地域で子育てを支え

る環境づくり 

５ 子どもからおとなま

で、さまざまな年齢、時

期に応じた適切な教育や

学習・研修のための環境

の整備 

６ 地域に根ざした男女

平等推進に関する意識啓

発、広報活動の実施 

Ⅲ 
男女平等推

進のための

意識啓発 

７ 男女平等推進に向け

たメディアと市民の協働

体制の確立 

８ 性に基づく差別を撤

廃するための、人権オン

ブズパーソン制度の周知

と活用 

９ 地域に根ざした女性

に対する人権侵害防止・

相談・救済体制づくり 

10 援助を必要とする

女性及び支援団体等へ

の、財政的支援を含むさ

まざまな支援の実施 

Ⅳ 
「女性の人

権」尊重への

取組 

11 性と生殖に関する

健康と権利を守るための

取組の実施 

12 行動計画の推進状

況を点検、評価するため

のシステムの構築 
Ⅴ 

推進体制の

充実 13 率先して男女平等

施策を推進するための庁

内推進体制の整備、確立 

 

第１期行動計画の柱と重点項目 

第第第２２２期期期    
行行行動動動計計計画画画    
へへへののの反反反映映映    

表１

第１章 １ 概要

第１章

１ 概要
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ＤＶに関する相談件数

3,938 3,916

4,776
5,378

495 747 711 743

49,329
52,145

58,528
62,078

0

1,000
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10,000

H16 H１７ H18 H19

（
県
・
市

）
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神奈川県（配偶者暴力相談支援センター）

川崎市（男女共同参画センター、婦人相談員、人権オンブズパーソン計）

全国（配偶者暴力相談支援センター計）

67%
71%

56%

100%

58%25%

33%

100%

100%

33%

59%

100%

91%
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重点項目番号

取組状況（％）

 

 
 
 
 
 
２ 第１期行動計画 

の取組状況と 

今後の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱Ⅲ 男女平等推進のための意識啓発 

 

取組状況  

☆「川崎市男女平等推進週間」を設定し、さまざまな施設での広報活動

を実施しました。 

☆子どもからおとなまで、さまざまな年齢や時期に応じた学習・研修を

実施しました。 
 

課  題 

この柱は、市民一人ひとり及び市職員が固定的な性別役割分担意識や

性差別的な価値観を見直し、男女平等意識を醸成することを目的として

いましたが、庁内各局に設置した男女共同参画推進員に重点項目（6 ペ

ージ左の表参照）ごとの取組状況を調査した結果、重点項目 6「地域に

根ざした男女平等推進に関する意識啓発、広報活動の実施」は 25％、

重点項目 7「男女平等推進に向けたメディアと市民の協働体制の確立」

は 33％と、いずれも低い数値となっています。（表３参照） 

このようなことからも、啓発・広報活動の積極的な取組や工夫が必要

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱Ⅳ 「女性の人権」尊重への取組 

 

取組状況  

☆「女性への暴力相談等関係機関連絡会」及び「ＤＶ防止及び被害者支 

援庁内連絡会議」を設置しました。 

☆川崎市男女共同参画センター（すくらむ２１）における女性総合相談

の体制を強化しました。 

☆ドメスティック・バイオレンス（以下「DV」という。）等の人権侵害 

 を受けた女性や民間シェルター等に対する支援を行いました。 
 

課  題 

ＤＶに関する相談件数は全国的に増加傾向にあり、国、県、市の各調

査結果は表４のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、内閣府の調査では、配偶者から「身体的暴行」「心理的攻撃」

「性的強要」※３のうちいずれか１つでも受けたことがあるかという質問

に対し、“何度もあった”と回答した人が、女性で１０.６%、男性で２.

６%という結果が出ています。（次ページ表５参照） 

さらに、交際相手からの暴力（いわゆる「デートＤＶ」）もクローズア

ップされています。内閣府の調査によると、１０～２０歳代に被害を受

けた経験がある人は、女性で１３.５%、男性で５.２%となっています。

（次ページ表６参照） 

人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、ＤＶを防止し、被害者

を保護するための取組が必要です。第１に安全の確保、第２に DV 被害

者の立場に立った支援、第３に自立へ向けた継続性のある支援が強く求

められています。 

また、必要とされる支援を迅速に行うためには、DV 被害者支援施策

の包括的な取組体制の確立が急がれます。 

2007（平成 19）年の「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する法律」（以下「ＤＶ防止法」という。）の改正で、市町村におけ 

第１章 計画の 

 総論 

 

○地域に根ざした男女平等推進のための啓発・広報

活動の充実 

（柱Ⅲ－基本施策 9） 

 

○市や市民の情報発信・メディア活用に向けた取組

の推進 

（柱Ⅲ－基本施策 10） 

第第第２２２期期期    
行行行動動動計計計画画画    
へへへののの反反反映映映    

表３

※３ 

○身体的暴行：殴ったり、けったり、

物を投げつけたり、突き飛ばした

りするなどの身体に対する暴行を

受けた。 

○心理的攻撃：人格を否定するよう

な暴言や交友関係を細かく監視す

るなどの精神的な嫌がらせを受け

た、あるいは、あなた若しくはあ

なたの家族に危害が加えられるの

ではないかと恐怖を感じるような

脅迫を受けた。 

○性的強要：嫌がっているのに性的

な行為を強要された。 

 

（次ページ表６も同様） 

第１章 ２ 第１期行動計画の取組状況と今後の課題

第１章

２ 第 1期

行動計画

取組状況

今後の課題

表４ 

55 の施策別に、各局推

進員に施策の取組状況

について調査を依頼し、

その結果を 13 の重点項

目別に取りまとめたも

のです。 

 

取組状況（％）＝事業に

取組んだ局数÷事業所

管局数    

（人権・男女共同参画室

調べ。2006（平成 18）

年度の年次報告書より）
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柱Ⅴ 推進体制の充実 

配偶者から「身体的暴行」「心理的攻撃」「性的強要」のいずれか
を１つでも受けたことがある
（平成20年度内閣府「STOP THE 暴力」）

14.8

22.6

80.9

64.8

10.6

2.6

1.7

2.0

0 20 40 60 80 100

男性（1,045人）

女性（1,283人）

何度もあった １，２度あった まったくない 無回答

交際相手から「身体的暴行」「心理的攻撃」「性的強要」の
いずれかを１つでも受けたことがある
（平成20年度内閣府「STOP THE 暴力」）

93.4

85.7

5.2

13.5 0.8

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性（678人）

女性（872人）

あった まったくない 無回答

 

 
 
 
 
２ 第１期行動計画 

の取組状況と 

今後の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
る基本計画の策定が努力義務となり、市としても基本計画の策定及び被

害者保護に関する施策の推進が急務となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組状況  

☆各所管課における行動計画に基づいた男女平等施策の推進状況を毎年

点検し、年次報告書を作成及び公表しました。 

☆全局に「男女共同参画推進員」を設置し、研修等を行いました。 

☆市における申請書等の不必要な性別表記の点検と削除を実施しました。 

 

課  題 

各所管課の施策において男女平等推進の視点に配慮するために、全庁

的に設置した男女共同参画推進員の活動の促進や、行政内部における推

進体制の一層の充実が必要となっています。また、市民向け広報資料に

男女平等の視点を配慮するための「公的広報の作成に関する表現の手引

き」の周知や活用の徹底を図る必要もあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 計画の 

 総論 

○行動計画の点検・評価システムの充実

（柱Ⅳ－基本施策 13） 

 

○庁内推進体制の充実 

（柱Ⅳ－基本施策 14） 

○性に基づく人権侵害の根絶に向けた取組の充実 

（柱Ⅰ－基本施策１） 

 

○援助を必要とする女性及び支援団体等への財政的

支援を含むさまざまな支援の充実 

（柱Ⅰ－基本施策２） 

第第第２２２期期期    
行行行動動動計計計画画画    
へへへののの反反反映映映    第第第２２２期期期    

行行行動動動計計計画画画    
へへへののの反反反映映映    

 

人権・男女共同参画室で作成・公表した主な報告書類 

 
 

▲行動計画に基づく施策の推進状

況を、毎年、全庁的に調査し、年次

報告書を作成・公表。 

▼２００６（平成１８）年１２

月に、川崎市在住の満２０歳以

上の男女１，０００人を対象に

した意識・実態調査を実施。「男

女平等のまち・かわさき」の達

成状況を把握し、施策を推進す

る上での基礎資料として作成

した。 

▲川崎市の審議会・委員会などの委

員に占める女性の割合を、毎年、全

庁的に調査し、報告書を作成・公表。

「デートＤＶ」とは？ 
  

つき合っている恋人間で

起こる暴力を「デートＤＶ」

といいます。けんかのことで

はなく、暴力によって交際相

手を自分の思いどおりに支

配することです。 

暴力には、たたく・けると

いった身体的暴力、相手をけ

なす・皮肉やいやみをいうと

いった言葉の暴力、無視す

る・常に行動をチェックする

といった精神的暴力、借りた

お金を払わない・借金させる

といった経済的暴力、性的行

為を無理強いする・相手が求

めているのに避妊をしない

といった性的暴力がありま

す。 

大切な人の心や体をこわ

すデートＤＶは、とても身近

で深刻な人権侵害です。 

第１章 ２ 第１期行動計画の取組状況と今後の課題

第１章

２ 第 1期

行動計画の

取組状況と

今後の課題

表６ 

女性の１０人に１人が、配

偶者からの被害を何度も

受けていると回答してい

ます。 

表５ 

１０～２０歳代のときに

被害経験がある人は、女

性の約１４％にのぼって

います。 
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Ⅳ 推進体制の充実 1１ 市民・市民活動団体等との連携の促進

13 行動計画の点検・評価システムの充実 

14 庁内推進体制の充実

12 政策・方針決定過程への女性の参画促進

(1) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な計画の策定及び推進 

(2) ドメスティック・バイオレンス、セクシュアル・ハラスメント等をなくすための広報・啓発の推進 

(3) 女性に対する人権侵害防止に向けた相談・救済体制の充実 

(4) 人権オンブズパーソン制度の周知と活用 

(5) 外国人女性に対する必要な支援の推進 

(6) ドメスティック・バイオレンス等による被害者及び同伴の子どもへの支援 

(7) ドメスティック・バイオレンス被害者等の援助を必要とする女性に対する保護施設の充実 

(8) ドメスティック・バイオレンス等の人権侵害を受けた女性に対する生活基盤の確立支援 

(9) 援助を必要とする女性のニーズの把握及び必要な支援の推進 

(10) 性と生殖に関する健康と権利について学ぶ機会と情報の提供 

(11) 女性専用外来の設置の推進及び市民への情報提供 

(12) 周産期医療の体制の確保 

５５ の 施策

(13) 女性に対する就業支援の充実 

(14) 事業所における就業に関する男女共同参画の取組への働きかけ 

(15) 市役所における公正な処遇が図られた多様な働き方の推進 

(16) 生活を豊かにするための情報提供や講習等の充実 

(17) 男女共同参画の視点に配慮した快適に暮らせるまちづくりの推進 

(18) 長時間労働抑制に向けた取組 

(19) 年次有給休暇取得率向上への取組 

(20) 事業所における男性の育児休業の取得促進に向けた取組への働きかけ 

(21) 市役所における男性の育児休業取得率向上への取組 

(22) 多様な保育制度及び保育施設の拡充 

(23) 子育てに向けた学習機会及び情報の提供 

(24) 児童・生徒に対する放課後事業の充実 

(25) 事業所における介護休業の取得促進に向けた取組への働きかけ 

(26) 市役所における介護休業取得率向上への取組 

(27) 利用しやすい介護サービス等の充実 

(28) 学校などにおける男女平等教育の充実 

(29) 市民の男女平等に関する学習・研修への支援 

(30) 事業所における男女平等に関する研修への支援 

(31) 市役所における男女平等意識の醸成 

(32) 男女平等についての理解を深めるための取組の推進 

(33) 啓発・広報活動を効果的に推進するための調査の実施 

(34) 市の広報資料における表現の点検 

(35) 市民及び事業者の｢情報を読み解き発信する力（メディアリテラシー）」の向上への支援 

(36) 高度情報通信化による男女の情報格差をなくすための取組の推進 

(37) 「かわさき男女共同参画ネットワーク」の充実 

(38) 市民・市民活動団体等との連携やさまざまなネットワークを活用した男女共同参画の推進 

(39) 男女共同参画に向けた市民・市民活動団体等への支援 

(40) 地域における中心的な役割を担う女性の参画に向けた環境づくり 

(41) 事業所における女性管理職比率向上に向けた取組への働きかけ 

(42) 審議会等への女性の参画促進  

(43) 市役所における管理職等への女性職員登用への取組 

(44) 市役所におけるメンター制を含む女性の人材育成の推進 

(45) 市役所における保育・看護の分野への男性の参加促進 

(46) 新たな分野における男女共同参画の推進 

(47) 男女平等推進の視点からの統計の実施及び公表 

(48) 行動計画に基づく施策の推進状況の点検及び公表 

(49) 市民による評価に対する支援 

(50) 男女平等の実現度合いについての調査の実施及び公表 

(51) 市のあらゆる計画への男女平等推進の視点の導入 

(52) 男女共同参画推進員の活動の充実 

(53) 男女平等に関する条例、行動計画、施策の普及・啓発 

(54) 男女平等の視点からの不必要な性別表記の削除 

(55) 国や県に対する提言や要望の実施 

Ⅰ 「女性の人権」の確立 1 性に基づく人権侵害の根絶に向けた取組の充実

2 援助を必要とする女性及び支援団体等への財政
的支援を含むさまざまな支援の充実 

3 性と生殖に関する健康と権利を守るための取組
の充実 

Ⅱ 仕事と暮らしへの支援 4 安定した就業機会の確保と就業継続の支援 

5 豊かな生活のための時間と空間の確保への支援

6 子育てを支える環境の充実

7 介護を支える環境の充実

       

柱
・
基
本
施
策
の
説
明
や
具
体
的
な
事
業
内
容
は
、
第
２
章
を
御
覧
く
だ
さ
い 

３ 第２期川崎市男女平等推進行動計画 体系図 

 ４ つ の柱              １４ の 基本 施 策   

第１章 ３ 第２期行動計画体系図

第１章

３ 第２期

行動計画

体系図

Ⅲ 学習機会と情報の提供 

10 市や市民の情報発信・メディア活用に向けた取
組の推進 

8 子どもからおとなまで、生涯を通じた教育や学
習・研修のための環境の整備 

9 地域に根ざした男女平等推進のための啓発・広報
活動の充実 
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